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滋賀県における難分解性有機物の
測定方法とその活用例

滋賀県琵琶湖環境科学研究センター

環境監視部門 専門員 岡本高弘

平成28年度 （公財）琵琶湖・淀川水質保全機構 調査研究成果報告会

平成29年（2017年）3月22日

琵琶湖･淀川流域の難分解性有機物に関する調査検討会

琵琶湖・淀川における難分解性有機物を対象とした
流域総合水質管理計画に関する特別調査研究

滋賀県における難分解性有機物の
測定方法とその活用例

１．琵琶湖におけるCODの課題

２．難分解性有機物の調査分析方法

３．調査結果の概要

４．結果の活用
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琵琶湖に係る湖沼水質保全計画琵琶湖に係る湖沼水質保全計画 よりより
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10)
陸域からのCOD負荷量の変化

（湖沼水質保全計画資料より）

微生物では分解されにくい
有機物、いわゆる、難分解
性有機物の増加？

１．琵琶湖、特に北湖におけるCODの課題
「陸域でのＣＯＤ負荷削減が進んでいるにもかかわ
らず、環境基準のＣＯＤが減少せず改善しない。」

北湖における有機物指標（COD、TOC、BOD）の経年変動
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データ：滋賀県琵琶湖環境科学研究センター，

国土交通省近畿地方整備局琵琶湖河川事務所，(独)水資源機構
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BOD濃度は低下⇒
CODとBODがかい離
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【参考１】有機物の各指標と難分解性有機物
～「難分解性有機物」との関連のイメージ～

COD（BOD)では有機物の一部しか捉えられない
⇒全ての有機物の炭素を直接測る指標 「TOC 」で把握。
☆TOC＝溶けている有機物（DOC）＋粒子状の有機物（POC）

金属など酸化
される物質
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有機物収支を精度よく把握できるTOCで調査
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【参考２】難分解性有機物の発生源の推測
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①陸域由来

NP比の変化
水鳥（カワウ）湖岸構造の変化

②湖内由来

なぜ有機物指標がこのように変化しているか
仮説１ 「陸域からの難分解性有機物の発生量増加」

○点源由来・・・生物処理施設の増加
○面源由来・・・市街地の増加（生活様式の変化）

仮説２ 内部生産の構造の変化
○植物プランクトン等の種の変化
○微生物等による分解の機構・能力の変化

仮説３ 水循環の仕組み・量の変化
○湖水の利用方法の変化・量の増加
○水の利用量の増加（家庭、農業）
○河川・市街地等、流下機構の変化

◆仮説に対し、有機物として、「琵琶湖への負荷が大きいもの」と、「増加している
負荷」について優先的について調べる。←《調査の目的》

↓
◆琵琶湖の有機物収支の概要を提示する←《調査の目標》
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有機物管理手法の構築（項目・管理方法→対策の要否）の検討
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琵琶湖流域水物質循環モデル
・モデル改良、
・シミュレーション実施

有機物収支の概要の提示

琵琶湖における難分解性
有機物の分析法検討

内部生産関係調査
有機物の特性(難分解性等)
把握調査

有機物(難分解性等)のモニタリング
《生分解試験前後のＣＯＤ、ＴＯＣの
データセットの作成》

発生源等水質調査
・工場、事業場系

生活系(一部BYQ)

以下の調査を県・国、BYQの関係機関で協力分担して実施

面源負荷量
調査

湖内・河川
水質調査

斜字：環境省
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河
川
負
荷
量
調
査

湖
内
生
産
の
変
化
が
及
ぼ
す
難
分
解
性
有

機
物
を
考
慮
し
た
有
機
汚
濁
メ
カ
ニ
ズ
ム

の
解
明(

環
境
省
推
進
費
）

調査研究結果の検討

第６～７期湖沼水質保全計画、マザーレーク２１第２期計画

２
０
１
１
年
度

以
降
も
継
続

7

２.難分解性有機物の調査分析方法
滋賀県における難分解性有機物の

測定方法とその活用例

１．琵琶湖におけるCODの課題

２．難分解性有機物の調査分析方法

３．調査結果の概要

４．結果の活用
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発生源の調査

・産業系調査

業種中分類でCOD負荷量が多い事業場

・生活排水系調査

流域下水道処理水、農業集落排水処理水、

合併・単独浄化槽処理水

・面源系調査： 森林、畑地、ゴルフ場等

２．難分解性有機物の調査分析方法

琵琶湖・河川水の調査

・琵琶湖の水質環境基準点の季節変動

・北湖水深別（今津沖中央）および主要
流入河川の季節変動

◎分析方法の検討

１００日生分解実施
↓

生分解前後のCODとTOC（＝DOC＋POC）を分析

◎分析方法の検討（生分解試験条件）

生分解期間 １００日

温度 20℃

光条件 暗（24時間）

活性炭槽 水スクラバー槽

テフロンチューブ

毛細孔

培養槽

シリコン栓
（通気性あり）

N2,O2
ボンベ

サンプル水

超純水

湖水・流入河川水 点源・面源排水

水平振とう（60rpm） 曝気（ガスボンベ）

植種・栄養塩・緩衝液とも添加なし 植種・栄養塩・緩衝液添加
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◎分析方法の検討：生分解試験の期間について

100日以降TOC
の減少が見られ
なかった

難分解性有機物
は100日生分解

後に残存する有
機物と定義

琵琶湖水生分解試験経時変化

滋賀県における難分解性有機物の
測定方法とその活用例

１．琵琶湖におけるCODの課題

２．難分解性有機物の調査分析方法

３．調査結果の概要

４．結果の活用
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易分解POC

易分解DOC

難分解POC

難分解DOC

縦軸…DOC、POC
(単位：mg/l）

横軸：採取日

３-(1)琵琶湖水中の難分解性有機物の状況
琵琶湖表層のTOCと難分解性成分の季節変化

３ -(2)琵琶湖水中の難分解性有機物の現状
北湖水深別(今津沖中央）のTOCと難分解性成分の季節変化

琵琶湖の溶存態の難分解性有機物は1.0mg/l前後と、

その季節変動も、南湖と北湖でも、鉛直分布もほとんど
変わらない。
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生分解前後の各発生源のCOD/TOC比（2007,08年度調査結果）
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３ -(3)発生源の難分解性有機物の現状
陸域発生源別の生分解前後におけるCOD/TOCの変化

1. 発生源の種類によって、COD/TOC比は1～2と大きく変動

2. 生分解前後のCOD/TOC比の変化：明白な傾向は認められない。

3. COD/TOCの理論値（約2.7）よりもかなり小さいものが多い。⇓
CODでは有機物の多くが捉えられていない。収支もとれない。

2.7

有機物収支としての指標の問題
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生分解試験後の有機物（TOC）の残存率＝難分解性率

→15%～82%と発生源の種類によって顕著に異なる。

３ -(4)発生源の難分解性有機物の現状

滋賀県における難分解性有機物の
測定方法とその活用例

１．琵琶湖におけるCODの課題

２．難分解性有機物の調査分析方法

３．調査結果の概要

４．結果の活用
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４．結果の活用
試算・シミュレーションのためのマトリックスの作成
発生源別、難・易分解別、COD・TOC一覧表作成
【仮定】 過去のTOCや難分解率等データがない部分は得られた値と同じとする

手引書（案）p.5-6

佐藤祐一，岡本高弘，早川和秀，大久保卓也，小松英司，2016，琵琶湖における難分解性
有機物の起源水環境学会誌 39，pp17-28 をもとに追記

表５．２．１．１　

COD/TOC DOC/TOC RTOC/TOC RPOC/TOC RDOC/TOC RCOD/COD 単位 COD* TOC RTOC RDOC RPOC

3 1.44 0.85 0.72 0.05 0.67 - 実績より積み上げ

3 1.56 0.81 0.78 0.17 0.60 0.79 - 実績より積み上げ

5 1.38 0.65 0.62 0.14 0.48 0.71 - 実績より積み上げ

6 1.25 0.71 0.67 0.20 0.47 0.73 g/人・日 7.3 5.8 3.9 2.8 1.2

3 1.40 0.68 0.75 0.22 0.53 0.70 g/人・日 6.1 4.4 3.3 2.3 1.0

雑排水日平均 18 1.00 0.57 0.16 0.10 0.06 0.18 g/人・日 19.2 19.1 3.1 1.1 2.0

平日 9 1.01 0.60 0.16 0.10 0.06 0.17 g/人・日 - - - - -

休日 9 0.98 0.51 0.17 0.11 0.06 0.19 g/人・日 - - - - -

（全業種平均） 44 1.48 0.67 0.46 0.22 0.24 0.45 - 実績より積み上げ

食料品製造業 12 2 1.31 0.65 0.66 0.27 0.39 0.66 - 実績より積み上げ

飲料・たばこ・飼料製造業 13 4 1.30 0.72 0.35 0.16 0.19 0.44 - 実績より積み上げ

繊維工業 14 3 1.79 0.79 0.67 0.18 0.49 0.58 - 実績より積み上げ

木材・木製品製造業（家具を除く） 16 1 2.02 0.88 0.28 0.12 0.12 0.21 - 実績より積み上げ

パルプ・紙・紙加工品製造業 18 3 1.47 0.63 0.43 0.20 0.23 0.42 - 実績より積み上げ

出版・印刷・同関連産業 19 1 1.26 0.82 0.53 0.13 0.39 0.77 - 実績より積み上げ

化学工業 20 3 1.46 0.57 0.35 0.19 0.15 0.37 - 実績より積み上げ

プラスチック製品製造業 22 5 1.57 0.44 0.66 0.49 0.17 0.46 - 実績より積み上げ

ゴム製品製造業 23 1 1.37 0.56 0.44 0.22 0.22 0.54 - 実績より積み上げ

窯業・土石製品製造業 25 2 1.18 0.75 0.26 0.12 0.14 0.31 - 実績より積み上げ

鉄鋼業 26 1 1.69 0.31 0.71 0.54 0.17 0.48 - 実績より積み上げ

非鉄金属製造業 27 1 1.41 0.62 0.52 0.17 0.34 0.51 - 実績より積み上げ

産業系 金属製品製造業 28 2 1.50 0.64 0.50 0.31 0.20 0.44 - 実績より積み上げ

一般機械器具製造業 29 3 1.83 0.65 0.48 0.23 0.25 0.42 - 実績より積み上げ

電気機械器具製造業 30 7 1.43 0.77 0.38 0.21 0.17 0.43 - 実績より積み上げ

輸送用機械器具製造業 31 4 1.48 0.84 0.46 0.10 0.37 0.46 - 実績より積み上げ

その他の製造業 34 1 1.16 0.80 0.07 0.05 0.02 0.18 - 実績より積み上げ

サービス業等 （全業種平均） 13 1.38 0.70 0.53 0.23 0.30 0.56 - 実績より積み上げ

水道業 38 3 1.64 0.62 0.59 0.22 0.37 0.57 - 実績より積み上げ

原単位

雑排水

製造業

処理場系 下水処理場

し尿処理場

農業集落排水処理

生活系

合併浄化槽

単独浄化槽

大項目 小項目 詳細
業種
番号

調査
数

比率
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４．結果の活用

発生源別発生量の試算～1985年度と2005年度～

① 生活雑排水や単独浄化槽、製造業等からの有機物が減少。

② 難分解性有機物の発生量は、この20年間、相対的に変化が少ない宅地・道路、
山林・雑種地等といった面源の比率が高くなっている。
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４．結果の活用
北湖への有機物流入負荷の経年変化

易分解性画分は５割程度削減された。北湖のCOD負荷への寄与
が大きいと考えられる難分解性溶存態画分は１割程度の減少。

北湖のCODが減少しない要因は？
→過去のCOD負荷量をもとにいくつ
かの仮定を置き、有機物（TOC)負荷
を易分解性とに分けて試算。

北湖における有機物指標（COD、TOC、BOD）の経年変動
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国土交通省近畿地方整備局琵琶湖河川事務所，(独)水資源機構
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⇒陸域からの負荷が、湖水の難分解性有機物の増加要因にはなっていない。

→北湖のCODが低下しない要因になっていない可能性が高い。

４．結果の活用 これまでの対策の評価

COD負荷削減対策によって、

・生活雑排水は下水道や農集排処理施設、合併浄化槽
の施設整備で易分解性有機物が削減。

・工場・事業場排水は、排水規制により、処理施設が整備
され、易分解性有機物が削減。

→水中で酸素を消費する有機物を減らすことができた。

対策で削減されたのは主に易分解性有機物。粒子態の
有機物も沈殿処理で一定削減。

２０年間の２２万の人口増により発生負荷量も勘案すると
難分解性有機物もかなり削減されている。
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４．結果の活用
TOCで難分解性有機物を考慮したモデルに改良

RTOC

LTOC

TN

TP

4物質を別々に計算

溶存態と懸濁態に分割して
湖内に渡す

LDOC

RDOC

LPOC

RPOC

無機物

有機物4成分モデル

陸域

湖内

POC DOC点源・面源・湖内等について
調査された結果

（H21年度活用）

窒素やリンなどの栄養塩類
の他、TOCや難分解性有機

物も含めた解析が可能とな
るようモデルの改良を実施

無機態

湖内生産 107,337 　　呼吸

炭素固定 66,741 分解

生態系 32,666
（植・動プラ・魚・デトリタス）

河川流入

易分解 排泄・生分解 31,305
易分解有機物

2,247 4,751

難分解 排泄・生分解 8,017
難分解有機物

4,654
溶出 沈降

139 5,699
移流

7,596

無機態

湖内生産 33,902 　　呼吸

炭素固定 12,068 分解

生態系 7,615
（植・動プラ・魚・デトリタス）

河川流入

易分解 排泄・生分解 7,237
易分解有機物

540 1,115

難分解 排泄・生分解 1,853
難分解有機物

962
溶出 沈降

446 7,871
下流河川流出

15,870

北 湖

南 湖

底質

底質

単位：
tC/year

湖内と陸域の難分解性有機物発生量比較

例：湖内一次生産量：
14.1万tC/年

文献値：8～20万tC/年（中西）

（ただし植プラのC/N/P比等の
パラメータにより1～21万tC/年
と感度が高い）

難分解性有機物の由来：外
部28.2％、湖内71.8％

滋賀県琵琶湖環境科学研究センター

佐藤祐一研究員ら作成

2008年度を5ヵ年連続
再現計算で算定

◆COD負荷量については、点源の易分解性有機物が半
減しており、難分解性有機物の負荷量も一割程度減少。

⇒陸域負荷が、湖水の難分解性有機物の増加要因にはな
っていない。

→北湖CODが低下しない要因にもなっていない可能性大

４．結果のまとめ

◆シミュレーションの結果、内部生産由来の
難分解性有機物は7割程度（発生量ベース）

◆植物プランクトンの種が変化してきている。

藍藻や粘質鞘を持つ種が増加。

⇒湖内の生産と分解の機構が重要

陸域由来

湖内由来
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滋賀県における難分解性有機物の測定方法とその活用例 滋賀県琵琶湖環境科学研究センター




